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事務折衝報告  
	
 

5 月 25 日に法人との事務折衝が行われ、就業規則と労使協定について、法人より以下の

規則改定の提案がありました。	
 

1）職員給与規則の一部改正について	
 

2）入試手当取扱要項（新設）	
 

3）職員退職手当規則の一部改正について	
 

4）特定教職員就業規則の一部改正について	
 

5）専門業務型裁量労働に関する協定書	
 

	
 

これらの規則改正における主な内容は以下の通りです。	
 

	
 	
 1)	
 5	
 月	
 1	
 日付でアドミッションセンターの改組が行われ、入学試験委員会が廃止され

ました。それに伴い、従来「入学試験委員会委員」に支給されていた入試手当（試験管理

業務）は「入試実施室室員」に支給されることとなり、給与規則を一部改正する必要が生

じたものです。	
 

	
 	
 2)	
 1)	
 の「試験管理業務」に係る入試手当を支給される者を定めた要項です。	
 

	
 3)	
 他機関（他の独立行政法人等）を退職後引き続き本学の職員となった者の退職手当

について、在職期間が通算対象となる他機関が整理されました。他機関の整理統合により

名称等が変わったことによる改正と、本学独自に対象としていた他機関を適用外とする改

正があります。以前に、改正後は適用外となる他機関から引き続き本学の職員となった方

については、現行規則が適用されます（当初、規則案ではこれを示す文言がありませんで

したが、その後、組合の指摘により附則が付け加えられた訂正案が送られてきました）。	
 

	
 4)	
 7	
 月から特定教員に裁量労働制を適用するため、就業規則を一部改正するものです。

（特定教職員はこの	
 4	
 月からできた職種です。）	
 

5) 4)	
 の改正に伴い、協定書を改訂したものです。	
 
	
 以上の規則改定に関して、法人が配布した説明資料を添付します。ご参照下さり、ご意

見をお寄せ下さい。代議員会にて議論いたします。	
 

	
 

お礼、いちご狩り  

	
 4 月 23 日に組合員とご家族 21 名の参加者を得て無事、いちご狩りを終えました。天気

のよい中、終始会話と笑顔の絶えない会となりました。今後も組合員のみなさまの懇親の

場となるような行事を進めていきたいと思います。ご協力をお願いいたします。	
 

























2016.5.26 修正 

国立大学法人京都工芸繊維大学職員退職手当規則の一部改正について（案） 

新 旧 対 照 表 

   は改正箇所を示す。 

現 行 条 文 改 正 後 

第１条から第１６条まで （略） 

  （在職期間の通算） 

第１７条 （略） 

２ 他の国立大学法人、大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校

機構、独立行政法人大学評価・学位授与機構、独立行政法人国立大学財務・経

営センター、独立行政法人メディア教育開発センター、独立行政法人宇宙航空

研究開発機構、独立行政法人国立美術館及び独立行政法人国立文化財機構（通

算規定を有するものに限る。以下「他の国立大学法人等」という。）の職員

（常勤の者に限る。以下「他の国立大学法人等の職員」という。）が、退職後

引き続き職員となった場合のその者の在職期間には、他の国立大学法人等の職

員としての在職期間（当該機関以外の在職期間であって、通算されている期間

を含む。）を通算する。ただし、当該機関における退職手当に相当する手当の

支給を受けた場合は、この限りでない。 

３～７ （略） 

第１８条から第２９条まで （略） 

 

附 則（略） 

 

第１条から第１６条まで （略） 

  （在職期間の通算） 

第１７条 （略） 

２ 他の国立大学法人、大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校

機構、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構、国立研究開発法人宇宙航空

研究開発機構及び独立行政法人大学入試センター（通算規定を有するものに限

る。）の職員（常勤の者に限る。ただし、国立研究開発法人宇宙航空研究開発

機構にあっては、同機構の就業規則に規定する教育職職員に限る。以下「他の

国立大学法人等の職員」という。）が、退職後引き続き職員となった場合のそ

の者の在職期間には、他の国立大学法人等の職員としての在職期間（当該機関

以外の在職期間であって、通算されている期間を含む。）を通算する。ただ

し、当該機関における退職手当に相当する手当の支給を受けた場合は、この限

りでない。 

３～７ （略） 

第１８条から第２９条まで （略） 

 

   附 則（略） 

   附 則 

１ この規則は、平成２８年 月 日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

２ 施行日の前日において、改正前の規則第１７条第２項の規定により他の国立

大学法人等の職員としての在職期間を通算するとされた職員の在職期間の通算

については、改正後の規則第１７条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例

による。 
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